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税制に関する国税庁への問い合わせ結果

一般論として、

１ 原則

その年に一定以上の収入があった人につき、その収入からかかった経費

を差し引いた金額に課税される。・・・(1)
その上で、納税者の事情を考慮し、一定の事由による資産減少や経費以

外の支出等につき控除する制度がある。・・・(2)
基本的に賠償等による填補がある場合、その部分は控除されない。

２ 財産犯被害について

一定の財産犯被害については、(1)の段階では関係ないが、(2)の段階で
雑損控除の制度がある。

３ 身体犯被害について

(1) 犯罪被害者等に限らず、死亡したりけがをして収入が喪失・減少した

場合は、その喪失、減少分は、(1)の段階で評価されるので、(2)の段階で
は問題とならない。

(2) 治療等による支出については、(2)の段階で医療費控除（介護費、通院
費等を含む、別添①）の制度があり、犯罪被害者等にも適用される。

(3) 障害者となった場合や、配偶者が死亡して寡婦・寡夫になった遺族に

は、それぞれの控除制度が設けられており、犯罪被害者等にも適用される

（別添②ないし④）。

(4) 葬儀費については、相続税において相続財産からの控除制度がある（別

添⑤）。


















